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I はじめに
小論は，貯蓄行動と所得分配・財産分配に関するL.L. Pasinetti 分配理論
の批判的検討を通じて新しい角度から分配政策を形成するための理論的基礎づ
けについて考察することを目的としている。
このような目的をもっ問題意識に関連して，なぜ新しい角度から分配政策を
形成するのか，という根源を掘りさげなければならなしh この根本問題につい
ては拙稿で1つの考え方を示している。小論は，この考え方をさらに発展させ
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るために，新しい角度から分配政策を形成するための 1つの理論的基礎づけとし
て，資本家階級や労働者階級の貯蓄行動が所得分配や財産分配にいかなる影響
を及ぼすか，について理論的に考察するものである。
小論の構成は次の通りである。第I節の問題意識に次いで，第E節では，新
しい角度から見た分配政策の課題が提示される。そして，小論の対象とする課
題が選ばれる。第困節では， Pasinetti 分配理論が吟味され，その貢献とその
分配政策的意義が考えられる。第百節では，新古典派的観点からPasinetti分
配理論が批判的に検討される。第V節では，私見による検討が私見のモデルに
よって行なわれる。第VI節では，ケインズ派的観点から Pasinetti分配理論が
批判的に検討される。最後の第四節では，結論と残された諸問題が示される。
註 (1) 拙稿，「分配政策の子段ー『投資的賃金』を中心として一」，『富大経済論集』，
第18巻，第2号，昭和47年1月， 1-23頁。
I 分配政策の課題
この節では，分配政策を形成するための方向づけとして分配政策の課題につ
いて考えなければならない。分配政策の課題として掲げられることには，少な
くとも次の4つの課題が提出されると考える。
第1に，国民経済にわける分配政策の必要性とその形成に関する理論的な基
礎づけを行なうことである。
第2に，現実の望ましい国民経済の諸秩序における所得分配や財産分配に関
する実証的な現状分析を行なうことである。
第3に，第1と第2の課題に関連して，現実の望ましい国民経済の諸秩序に
おける分配政策の担い手・目的・手段について再検討を行なうことである。
第4に，これらの課題の達成を可能にする分配政策の方法論的再反省やその
方法論的基礎づけを行なうことによって分配政策の新たな体系化を行なうこと
である。
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これらの課題の中で，初めの3つの課題はそれぞれ実質的な内容をもっ課題
であるのに対して，最後の課題は主として方法論的な内容をもっ課題であり，
初めの3つの課題に対して形式的な課題である。これらの課題はいずれも相互
に関連し合って新しい問題を含んでいる。この新しい問題について立ち入って
見ることが必要で、あるが，小論では割愛する。
小論が対象とするのは第 l群の課題であり，小論はこの課題の 1つの側面に
焦点をあてて考察しようとするものである。
il L. L. P asinetti分配理論の構造・貢献・分配政策的意義
この節では，問題意識の考察にあたってモデル分析を用いることにする。こ
の場合のモデル分析として取り上げる巨視的分配理論は L.L. Pasinettiの分
配理論である。
Pasinetti分配理論を吟味する場合には，少なくとも次の 2つの点に留意し
なければならない。第 1に， Pasinetti分配理論の基本性格・理論構造・論理
的一貫性・結論。第2に， Pasinetti分配理論の貢献とその分配政策的意義。
以下においてこれらの点を順次吟味する。
1 . Pasinettiはケインズ派的分配理論として有名なN.Kaldorの所得分配
モデルを修正した所得分配・財産分配の長期均衡モデルを構成する。
このモデルの構成に先き立って PasinettiはKaldor分配モデルの問題点、を指
摘している。この指摘のように， Kaldor分配モデルで、は，労働者の貯蓄が存在
することは認められているが，労働者が自己の貯蓄で何かの形態の資本を購入
する可能性や労働者が資産ないし財産を所有することによって取得される財産
・利潤所得の存在する可能性については明示されていないし，さらに，その所
得が所得分配や財産分配にいかなる影響を及ぼすかについては全く分析されて
いないのである。このようなKaldor分配モデルの論理的な間違いをPasinetti
は除外しようとし，さらに，資本家・労働者の貯蓄性向が経済成長，利潤率お
よび所得分配・財産分配に関連することを論究しようとした。この点にPasine-
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ti分配モデルの持徴がある。
Pasinettiは，特定の仮定の下で， Kaldor分配モデルを修正して次のような
分配モデルを構成する。
実質国民所得Yは総利潤Gと総賃金Lとに分配されると定義すれば，
(1) Y= G十L
総貯蓄Sは資本家の貯蓄Sgと労働者の貯蓄Slから構成されると定義すれば，
(2) S =Sg十Sl 
資本家・労働者の貯蓄函数は，
(3) Sg=sgGg 
(4) S1=s1 (G1十L) ' 1 > Sg> s l> 0 
需給一致を示す総貯蓄Sと総投資Iの均衡条件は，
(5) S =I 
G 
Pasinetti分配モデルの体系において，手lj潤率Kが特定の正の水準で一定の
ときには，不I］潤率は次の2つの場合によって制限されている。 1つは，労働者
I の貯蓄性向Stが利潤を正の値にさせる投資比率ーよりも小さいとき，即ち，y ÷＞s1のときである o もう 1つは，最低生存水準の賃金が存在するような下方
の限界によって制約される実質賃金率が特定の正の値の水準で認められるとき，
換言すれば，資本家の貯蓄性向Sgが投資比率よりも大きいとき，即ち， sg＞÷
のときである。さらに， Pasinetti分配モデルの体系は，需要価格が供給価格
を上廻わるにつれて，また，均衡条件式（5）が完全雇用状態で維持されるように
実質国民所得が賃金所得から利潤所得ヘ変化するにつれて，価格と利潤マージ
ンが変化する場合に成立する。
PasinettiがKaldor分配モデルを修正するのはまさにこの点であると考える。
労働者の貯蓄の存在が認められる場合には，労働者は物的資本を購入できなけ
ればならない。また，労働者が貯蓄して自己の取得したいと思う形態の資本を
取得する場合には，労働者は賃金所得のみならず利潤所得も取得することがで
きるであろう Oこの点において，所得の機能的分配（総利潤と総賃金との間の分配）
?
?
???
- 25 -
と所得の制度的分配（資本家と労働者との間の分配）が明確に区別されている。
このことは Pasinetti分配モデルの特徴として注目されなければならない。な
ぜならば，その両者の分配は同じことではないからである。この問題を制度的
な意味において分析するためには，総利潤Gは資本家が取得する利潤Cgと労働
者が取得する利潤G1に分けられると定義しなければならない。
(6) G=Gg+Gt 
モデルの（5), (2), (3), (4）式から次式が得られる。
(7) I =sgGg十St(G1+L)
この式ヘ（1),(6）式を代入して得られる式の両辺を Yで除して整理すれば，実質
国民所得に占める資本家の取得：する利潤の比率，即ち，資本家の取得する利潤分
配率与が得られるo
Cg 1 I SJ 
(8) τデ＝一一一一一一一ームーY Sg StY Sg-Sf 
y 
この式の両辺へ資本係数の逆数ーを乗じれば，総資本量Kに占める資本家の~ K 
取得する不IJ潤所得Cgの比率そが得られる o
Cg 1 I Si y 
(9) 「ア＝一一一一一一一一一一一
Ji Sg-Sf K Sg-Sf K 
(8）式は，資本家と労働者との聞の所得の制度的分配と呼ばれることをあらわし
ている。（9）式は利潤率をあらわしていない。この意味において，労働者が取得す
G 
る利潤をあらわす一＿..！：＿を（9）式の両辺ヘ加えることによって得られる利潤率K 
G I己n に， L-1＝~十一＿＿！＿＿＿＿）を決定しなければならないo
K ¥ K KI 
労働者の貯蓄が資本家ヘ貸し与えられ，この貸し与えられる資金に対して資
本利子率，即ち， Pasinetti分配モデルの利潤率 Tが支払われる場合には，Ktが
rK., 
労働者の取得する資本量となり，総資本量Kから取得できる労働者の収益はT
16） 守Gt /_ TKt¥ 
となる。そこで，（9）式の両辺L一一－（ 一一一） を加えれば，利潤率Kが得られK ¥ K I 
る。
????〜?
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G 1 I s1 Y , rK1 
(1同 一＝一一一一一一一一一一十一一sg-s1 K sg-s1 k ’ K 
すべての労働者の貯蓄が資本家へ貸し与えられる場合には，均衡状態では，
(1), (6）式によって Y-Gg=G1十L となり，次の 2つの孟℃のようになる。
(1) S1 =K1 
(12) S1 K1 s1 (Y-Gg) sgs1 Y s1 
S K I sg-s1 I sg-sz 
この（1)式は労働者の貯蓄が労働者の取得する資本量に等しいことをあらわし
ている。（12）式は，総貯蓄がどのようなものであろうとも，労働者の財産分配率
会が労働者の行なう常に一応(J) ＇~IJ合の日－t＝等しい」とをあらわしてい山，.，＿ ,.. s l ， 守s 
る。
G 
この（12）式と（10),(8）式から，キlj潤率一と総手IJ潤分配率uが得られる。K } 
G 1 I s l y I Sg s l y s l ¥ 
(13) ー＝一一一一一一一一一一一一＋rト一一一一一一一一一｜
sg-Sz K sg-sz K ¥sg-s1 I sg-s1/ 
G 1 I s l I Sg s l K s l K ¥ 
(14) －＝一一一一一一一一一十 Tト一一一一一一一一一一｜
sg-s1 Y sg-sz ¥sg-sz I sg-sz YI 
(13）式は利潤率をあらわしている。（凶式は，総利潤と総賃金との間の所得の機
能的分配をあらわしている。（13),(1心式はともに労働者の取得する利潤所得G1を
内包しているという点で特徴をもっている。
以上のPasinetti分配モデルは，式10(1）～（6), (12），翻7）の①，②，③式），
変数10(G, Cg, G1, S, Sg, S1, L1, K, K1, r）であるから，完全な
体系が成立する。 Y, I, sg, s1, 況はすべて，仮定によって所与かっ一定で、
ある。
Pasinettiは，労働者が，投資に向けられた貯蓄に対する利潤の比率三を取得
するということを仮定することによって，（13),(14）式を単純化している。この意
G 味にわいて，キlj潤率ーが資本利子率引’等しいとき，即ち， _g_=rのときには，K ~ 
G G 労働者の取得する貯蓄に関する収益は－Ki=-SIとなる。 この資本利子率TK K 0 
が利潤率に等しいと仮定されるときには，（13）式は次式のようになる。
? ????〜?
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(1日 G I-stY I-stY KSg I = K 
労働者の貯蓄は国民経済において投資された総貯蓄を構成しないこと，即ち，
(16) I -st YキO
を仮定して，（15）式の両辺を（1印式で除して整理すれば，利潤率三が得られる O
G 1 I （間 一＝一一K Sg K 
同様にして，（14刷、ら総利潤分配率与が得られる o
(18) G 1 I y Sg y 
いま，資本家が消費しないこと，即ち， Sg=1を仮定すれば，たとえ St>O 
であっても，（17),(18）式はそれぞれ（19），位。式のようになる。
(1到 G I 
K K 
G I 
y y 位。
このようにして， Kaldor分配モデルから導びかれる結論と同様な結論が導び
G わ~ • I かれる。即ち，不lj潤率ーか資本量l対する投資の比率ードよって決定されること- K 』 K 』
と総利潤分配率三が投資比率iー によって決定されるという結論は，労働者が貯y 
蓄しないという仮定がなくても導びかれることである。 2つの関係式（19),(2印
は，賃金からの所得とは無関係で、あるが，手lj潤からの貯蓄と投資水準には関述
していることをあらわしている。結局のところ， Pasinetti分配理論の長期均
衡モデルから導びかれる結論は， I -s1 YキOである限り，労働者の貯蓄性向
が総賃金と総利潤（或いは，利潤率）との聞の所得の機能的分配にはいかなる影響
も及ぼさないということである。
しかし，労働者の貯蓄性向が資本家と労働者との間の所得の制度的分配に及
ぼす効果は極めて限定的であることに注目しなければならない。 Pasinetti 分
配理論の結論は従来の分配理論からは伺われないことであるという意味で大い
に注目に値するが， Pasinetti分配モデルから得られた経済的原因は果してど
-277-
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こにあるのであろうか。このことが探求されなければならない。
Pasinetti自身は，自己のモデルが，賃金は提供される労働量に比例して支
払われ，キlj潤もモデルの体系内で所有される資本量に比例して取得されるとい
う「制度原理」にもとづいていることに留意している。この意味において，す
べての貯蓄が物的資本に投資される場合には，資本家も労働者もともにそれぞ
れの貯蓄に比例して利潤を取得するという関係式仰が長期において持続的に維
f寺されなければならない。
??
? ?
? ? G1 Cg 
S1 Sg 
この式において，労働者の貯蓄性向が賃金所得或いは利潤所得について区別
されない場合には，これらの所得の源泉はそれらの総消費にはいかなる影響も
及ぼさないであろう。このような効果は，総利潤Gの一部分が資本家から再分
配され，労働者の貯蓄の結果として労働者に支払われる場合に明瞭となる。労
働者が貯蓄する場合には， Pasinetti分配モデルの総貯蓄は労働者の貯蓄s1L
よりも大きいが，この貯蓄から労働者が取得する所得は同一の比率s1G1で貯
蓄され，消費される。この貯蓄s1G1は資本家が同一の利潤所得から貯蓄する場
合の貯蓄sgGg よりも小さい。従って，キI］~問所得から行なわれる総貯蓄はますま
す小さくなる。資本家が労働者の利潤所得G1からどれほど過剰消費するかとい
うことは，労働者の利潤所得から行なわれる比較的低い水準の貯蓄が賃金所得
から行なわれる貯蓄によって相殺され，労働者の総所得G1十Lから行なわれる
総貯蓄が不変であることを意味する。従って，利潤所得の差（ 1 -st) - ( 1 
-sg) G1 は（21）式を貯蓄性向を用いて書き直した次式で示される労働者の貯蓄s1 ・ 
Lによって相殺される。
(2) G1 Cg 
St ( G1十L) sgGg 
一般に，労働者が貯蓄し，不lj潤所得を取得する場合には，この利潤所得は次
の場合の貯蓄に比例することになる。即ち，この貯蓄は，利潤所得から行なわ
れる消費が増加しでも，この増加した消費が総貯蓄を変化させないような貯蓄
?????〜?
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向 s1L
St Lや総貯蓄Sに対する労働者のわ蓄s1Lの比友一ーを以前よりも上昇させない_,. s 
ような貯蓄StLによって相殺されるという場合の貯蓄である。この意味におい
て，労働者の貯蓄は利潤率や総利潤と総賃金との間の所得の機能的分配にはい
かなる影響も及ぼさないことになる。しかし，労働者の貯蓄水準は投資比率の
水準に関連する 2つの水準，即ち，有効需要水準と価格水準に影響を及ぼすこ
とによって所得の制度的分配に影響を及ぼすことになる。
このようなことは， Pasinetti分配モデルの結論を見れば，一目瞭然である。
Pasinetti分配モデルの結論は利潤所得から行なわれる労働者の貯蓄性向と賃
金所得から行なわれる貯蓄性向が同じものであるとみなすことによって導びか
れるものであると考える。この点がPasinetti分配モデルでは明示的に説明さ
れていないのである。この点をいかに説明するかについては Pasinetti分配モ
デルの諸仮定やその他の諸条件によって異なってくるが，この諸仮定がモデル
の体系内に残される限り，投資決意を行なう資本家は利潤率を決定し，ひいて
は労働者が取得する利潤所得を決定するであろう。この意味において，労働者
の貯蓄性向Stは， Pasinetti分配モデルでは，キ＇Vi閏を資本家と労働者との聞に
制度的に分配する場合に影響を及ぼすだけのものであって，不lj潤を総利潤と総
賃金との問に機能的に分配する場合には影響を及ぼすことはできないものであ
るοこの点に労働者の貯蓄性向ひいては労働者の貯蓄行動の役割に対する評価が
あらわされている。
2. 以上のようなPasinetti分配理論の構造に関する吟味に次いで，Pasinetti
分配理論の貢献とその分配政策的意義について考えなければならない。
Pasinetti分配理論の貢献は，少なくとも次の3つのことを論証した点にあ
ると考える。第1に，ケインズ派分配理論の理論構造とその内的なメカニズム
に関する方法論的再反省ないし方法論的基礎づけを行なっていることである。
第2に，巨視的モデルにおける均衡成長の可能性を理論的に明示していること
である。そして，第3に，所得・財産分配に関する 2つの接近方法の相違点を
極めて明確にしていることである。その 1つの接近方法では，総利潤と総賃金
???〜?
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との間の所得の機能的分配と利潤率の効果が扱われている。もう 1つの接近方
法では，資本家と労働者との間の所得の制度的分配が扱われている。この制度
的分配はi最も重要な￥；－え｝jである。
Pasinetti分配用論から導びかれる政策的帰結の方向は明らかである。とり
わけ， Pasinetti ．分配£1H1t命の分配政策的意義だけを見れば，次のことが明
らかになる。即ち，資本家のみならず労働者も貯蓄すれば，これらの貯蓄行動
が投資比率とならんで所得分配や財産分配の決定要因になることが明らかにな
る。このように， Pasinetti分配理論は所得分配・財産分配の分配政策的調整
の可能性を明示することによって現代の分配政策形成のための理論的基礎づけ
を与えているのである。
註（2) Pasinetti, L. L.，“Rate of Profit and Income Distribution in Relation to 
the Rate of Economic Growth”， K E. S., Vol. 29, 1962, pp. 267ー 279.
(3) Kaldor, N.，“Alternative Theories of DistributionぺR.E. S., Vol. 23, 
1955-6, pp. 83 100. 
(4) Kaldor分配モデルの問題i,1：〔については多くの論者によって指摘されている。その文
｜献は，発 1~年代）I闘に列挙すれば，拙稿で示される。 拙稿，「労働者階級の財産所有
と所併分配 （ー ）」，『産業経済研究』，第10巻，第2号，昭和44年， 7-9頁。
(5）①封鎖体系であり，国家の経済活動は除外される。② モデルの体系は完全雇用
均衡状態である。従って，総産出量（実質国民所得）は一定である。③ 黄金時代均
衡成長である。⑨総投資支出は所併の分配とは無関係に外生的に与えられる。⑤
社会階級は資本京と労働者である。⑥ 資本家・労働者の貯蓄性向は所与である。こ
の場合， Kaldorが貯蓄は所得の源泉に依存すると仮定するのに対して， Pasinettiは
貯蓄が社会階級に依存すると仮屯する。この点もKaldor分配モデルの修正点、の lつ
で、ある。 Kaldor, N., op. cit., p. 95. Pasinetti, L. L., op. cit., p. 270. 
⑦ 「市l]t笠原用」（“InstitutionalPrinciple”）が存花する。 Pasinetti, L. L. , op. 
cit. , p. 270, p. 272. 
(6）①G1=TK1 , ② G=rK, ③ I =nK ③式は資本蓄積率すが国民所得
の成長率 rn然成長率）nに等しいことを怠昧する。ここで， Pasinetti分配モデルの
安定条件について兄ることにする。 Pasinettiは，短期の条件としてsg>s1，即ち，
Kaldorの安定条件を旧い，長期の条件として Sg> 0を用いる。この後者の条件は意
外なことであるo単純化のために，いま， St=0とするo長期安定条件sg>0は十＞
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Sgである状態を認めないのであろうかつ容は次のことであるc叫十 T，与を決
定するから，その可能性は長期均衡成長下では除外される。 Sgが低下すれば，干lj／問率
K . I 
Tは上昇し，資本係数yは低下し，投資比率yは低下することになる。このことは次
の2つの仮定，即ち，労働者の所有する資本の利子率が手lj潤率に下しいことと資本京
の所得の唯一の源泉が利潤であることに依存しているのである。この，（
けれlまならなし＝。
N 新古典派的観点からの検討
Pasinetti 分配理論の検討にあたって，私見も含めて新古典派的観点とケイ
ンズ派的観点の3つの観点、から批判的に検討する。この節では，新古典派的観
点から中食言すしなければならない。
1. P. A. SamuelsonとF.Modiglianiによる＋食言す
G SamuelsonとModiglianiは -sg>stであることを仮定すれば， Pasinetti
’Y 
分配モデルの結論は有効に成立することを吟味・検討している。そして，その
仮定がなければ， Pasinetti分配モデルの結論は次の 2つのことによって置き
かえられなければならないことを論証した。即ち，① 総資本量に対する資本
K 家の所有する資本量の比率，即ち，資本家の財産分配率~は時間の経過につK 
れて逓減するであろう。長期均衡においては，資本家の財産分配率はOである。
② 長期均衡においては，資本産出量比率（資本係数の逆数，或いは，資本の
生産性）と他の諸変数は労働者の貯蓄性向だけによって決定される。
このようなSamuelsonとModiglianiの論証過程のすべてを通じて Pasinetti
分配モデルを検討するのではなくて，小論では，特定の若干の問題点について
だけ検討することにする。
まず~， Pasinetti分配モデルの最も重要な論点である「利潤と貯蓄との基本
的関係」について検討しなければならない。この基本的関係は， 2つの社会階
級が永続的に存在することとこの階級に関連した仮定に依存するのか否か，とい
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うことが1つの問題点となる。店、見によれば， 「基本的関係」はその意味のい
かなる仮’心にも依存しないと与えられる。なぜならば，その「基本的関係」は
I -s1 YキOという関係，即ち，労働者の貯蓄はモデルの体系内において行な
われる総投資の令部ではないということ，或いは，労働者の貯蓄はその総投資
よりも大きくないということ，さらには，資本家はR宇蓄しなければならないと
いう必：昧の長期の安定条件Sg>0が維持されるべきであるということ，に依存
するからである。
この点については， Pasinetti分配モデルの結論に対してなされたSamuel-
sonとModiglianiの批判的険討を思いおこすことが必要である。 Samuelsonと
Modiglianiは次のことを主張した。 Pasinetti分配モデルが一般的妥当性をも
っていないことを主張し，そして，労働者の総所得G1十Lからの貯蓄がI-s1・
YキOを満たさないほど大きくなる場合には，労働者の貯蓄性向は極めて重要
なものとなり， adual regimeが存在することを明示したO このことは正しいこ
とである。しかし，このことは，既にPasinettiがその存在の可能性を現実的な
場合として示唆しているから， Pasinetti分配モデルの結論にとって重要なこ
とではないと忠、われる。
それにも拘らず＼なぜ、SamuelsonとModiglianiは前述のような主張をしたの
であろうか。 SamuelsonとModiglianiは，所得（総利潤ー総賃金）決定関係を強
める論点を社会階級（資本家一労働者）関係ヘ置きかえることによって所得の制
度的分配に関する主張を容認し，その上で所得（総利潤ー総賃金）関係を論破し
ようとしたと考える。ここで問題視した 2つの関係は，確かに同一視できるよ
うな関係ではなくて，別々に扱われなければならないことである。 Pasinetti
分配モデルのメカニズムが作用し，このモデルの結論が維持されるのは，まさ
にその点である。 Pasinetti分配モデルが作用するのは，貯蓄性向が異なる社
会階級或いは異なる所得の源泉に関係するからではなくて，貯蓄性向が投資決
意と貯蓄決意にともに無関係であるというケインズ派的仮定にもとづいている
からである。
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しかし， SamuelsonとModiglianiはPasinetti分配モデルの論理的一貫性に
ついて lつの疑問点を挙げている。労働者が利潤所得を取得する場合に総貯蓄
が不変であるためには，労働者は自己の取得した利潤所得よりも多く支出しな
ければならなくなる。このことは，労働者の利潤所得の 1部分が留保利潤とし
て自己に配当されない場合にもとづいている。さらに，このことは，前述のよ
うに，労働者には賃金所得と利潤所得の2つの所得があり，それぞれの所得に
対して 2つの貯蓄性向が存在することにもとづいている。さらにまた，このことは
前述の関係を単純化しでも Pasinetti分配モデルの本質的なメカニズムやその
結論を変えることにはならないと考える。
概していえば， SamuelsonとModiglianiの批判的検討は精織にしてすばらし
いものであり， Pasinetti分配モデルの理論構造に関する解釈とその構造の新
しい角度から見た展開に成功しているが，私見によれば，制度的分配と所得関
係との聞の区別と利潤率の決定については考察されていないのではないかと思
われる。この区別を見落したことは，結局のところPasinetti分配モデル全体
の論点を見落したことになると考える。なぜならば， SamuelsonとModigliani
は， Pasinetti分配モデル全体の論点がPasinettiモデルに論理的一貫性をもた
せるような貯蓄の仮定ではなくてケインズ派的基礎に依存していることを指摘
していないからである。
註（7) Samuelson, P. A. and Modigliani, F.，“The Pasinet ti Paradox in Neoc-
lassical and More General ModelsぺR.E. S., Vol. 33, 1966, pp. 269-301. 
(8) Pasinetti, L. L., op. cit., pp. 272-273. 
(9) Pasinetti, L. L.，“New Results in an Old Flamework: Comment on Samu-
elson and Modiεliani ”， R. E. S., Vol. 33, 1966, pp. 303-306, especially 
p. 306. 
(10) Kaldor, N.，“Marginal Productivity and the Macro-economic Theories of 
Distribution: Comment on Samuelson and Modiεliani”， R. E. S., Vol. 33, 
1966, pp. 309-319.特に， pp.316-319，において“A Neo-Pasinet ti 
Theorem，，が展開されている。
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2. J. E. Meade, F. H. Hahn, J. Robinson, N. Kaldor による検
討
これらの諸説にもとづく Pasinetti分配モデルと Samuelson-Modigliani分
配モデルの批判的検討については，この 1部を拙稿で吟味しているので，ここ
では古iJ愛している。
註 (1) 甜4）の拙稿，前掲論え＼特に，文献名は42-43頁， 52頁に示している。
v 私 見によるネ食言す
この節では，私見のモデルを展開することによって Pasinetti分配モデルや
Samuelson-Modigliani分配モデルを検討しなければならない。
私見の分配モデルは， Pasinetti型貯蓄函数をさらに拡充し，新古典派生産
函数を前提し，再分配政策を導入したものである。 Pasinetti, Samuelson , 
Modiglianiはこのような分析を行なっていないのである。
単純化のために Pasinettiの既述の諸仮定も含めて次の諸仮定を設ける。
（ー） 国家による所得・財産再分配政策を導入する。（二） 資本家・労働者の貯蓄
行動，即ち，資本家も労働者も取得する総所得の一定の割合を貯蓄すること，
が重要な経済行動形態であるとみなすことにする。労働者の貯蓄性向には，労
働者の取得する利潤所得から行なわれる貯蓄性向Smと賃金所得から行なわれる
貯蓄性向Slの2つがある。この区別はPasinetti, Samuelson, Modigliani の
分配モデルではなされていなしミ。この区別をするのは利潤所得の税率表と賃金
所得の税率表の相違を黙示的に考慮するからである。（三） 生産函数は，一次同
次であり，代惇の弾力性は 1であるとする‘。（問所得や財産が増加しでも課税
されないものとする。
モデルの臼号は既述のものも含めて，さらに，資本の生産弾力性をP，実質
賃金率をω，資本家の利潤所得をG，労働者の総所得をL，所得・財産再分配
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率をα，総人口をN，総人口対する資本家人口Ngの比率をlg，総人口に対する
労働者人口（労働雇用量） N1の比率をll，資本家の財産分配率をZ，資本産出
比率を x，とする。
モデルの体系は次の通りである。。3) Y = AK pN / -p , 1 > P > 0 
この生産函数に一次同次を仮定し，Aと資本の生産弾力性Pをともに一定とす
れば
(24) Y= rK十wN1
この式の利潤率 Tと実質賃金率ωは，
(25) r=ay _ ~Y －一－aK . K 
δY G日 ω＝一一＝（ 1-p）一一δN1 N1 
総資本量Kは資本家が取得する資本量Kgと労働者が取得する資本量K1に分
けられるとすれば，
信的 K=Kg+Kz 
このような財産分配の下で，次の11の式が決定される。各式の説明は割愛o
(28) Y= G+ L
ロ到 G=( 1－α）TKg＋α［g y 1 ＞α＞O 
(30) L=Lm+Lz 
(31) Lm= ( 1 －α）rK1 。2) Lz=(l－α）wN1＋αlz Y 
(3) Ng=/gN 
。心 N1=l1N
(35) /g= 1-lz 
(3日 Kg=sgG l>sg>sm>sz>O 
(37) K 1 = smLm十s1L1
? ????〜?
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。8) N1 _ N1 .v n>O 
モデルの動学的な体系の下で 資本家の財産分配率Zと資本産出比率xに関
する式が必要で、ある。
Kg 
(3到 Z=K 
y 
位。 x＝ヱー
このモデルは式17（包3),(2日～休日式），変数17(K, Kg, K1, G, L, Lm, L1, 
r, w，α，fg, l1, Ng, N1, N, Z, x）であるから，完結したモデルが構
成される。 y' p ' s g' Sm, s l' A ' nはすべて，所与かっ一定で、ある。
モデルの体系から次の2つの動学方程式が導びかれる。
）?? ? ?
?
? ?（
f=(l-p< n-x{ (1－α） p Z ( sg-sm）＋石川 1一同（Sm一
川，石＝s1＋αfg(sg-s1)
ω ラ＝x{ p ( 1－α） sg-p ( 1－α） ( sm-si)一石一（ 1－α） p Z ( Sg 
一知）＋αγ ） 
＊ 
位2此おいてラ＝ 0のときには，資本家の財産分配率の均衡値Zが得られる。
この場合，安定的均衡が問題である。仮定 1> S g> Sm> S l> 0と1＞α＞Oの
＊ 
下では，反 Pasinetti領域（Z= 0）は存在しないことになる。このことは再
分配政策は労働者よりも資本家の方に有利に作用することを意味する。
単純化のために，資本家の財産分配率の均衡値と資本産出比率の均衡値のそ
れぞれの近似値Z,xを求めなければならなし凡いま，初期状態において資本
家の財産分配率Zが高い水準に存在するものとする。総人口に対する資本家人
口の比率んは相対的に小さいものとする。さらに，分配政策的理由から再分配
率αは小さいと仮定する。これらの仮定の下では， α ／g三子 Oであると考えられ
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るから，は1），位2）式の近似値x,Zは， それぞれ次式で示される。
τ：－ n 
市 p( 1－α） S.g 性3)
す＿ p ( 1－α） ( sg-s治十s1)-s1
LJ- p(lー α）（sg-sm)件4)
刷）式の玄は，労働者の立場から見れば， 資本家の財産分配率の近似値がlつ
の最適の状態であることをあらわしている。そして，附），胤）式は，資本家の所
得の100α%が常に労働者ヘ移行される場合の再分配政策の均衡値をあらわして
いる口ここで注意すべきことは，所得・財産再分配率α，労働者の貯蓄性向Sm,
Stはいずれも小さいときの方がモデルは安定的であるということである。
以上のことから，再分配政策は所得分配や財産分配にいかなる影響を及ぼす
か，について考えなければならない。
(4心式から，非移転的支出率（ 1ー α）に関する資本家の財産分配率の近似値玄
の弾力性ηが｛号られる。
性5) η＿ dZ 1－αs l 
d ( 1－α）玄 ρ（1－α）（sg-sm+s1)-s 
この式は，労働者の貯蓄性向Sm,Slと再分配率αがいずれも小さくなるにつれ
この弾力性ηが小さくなることをあらわしている。換言すれば，財産分配て，
を改善できるか否かは所得分配を改善できるか否かに係わってくることになる。
結局のところ，再分配政策は師）式の分配効果を支える貯蓄性向が良い面に反
応する場合に最大の政策的効果を発揮すると考えられる。また，再分配政策が
再分配率αによって行なわれる場合には，労働者の貯蓄性向が上昇するとは考
えられない。 この意味において，労働者の所得形成やその財産形成はその分だ
け遅れることになる。 これらのことが私見の政策的提言である。
註 (12) 巨視的諸分配理論に見られる。特に， Bombach, G.，”Spekulationen "Liber die 
Entwicklung der Einkommens-und Vermogensverteilung auf sehr lange Si-
cht“，in Schneider, E. (hrsg.), Wirtschα:jtskreislauf und W irtschα:ftswαch-
stum, 1966, ss. 43-55，は，貯蓄行動と所得分配・財産分配との相互関係を長期
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的観点から考察している。
(13) p < 1を仮定すれば，再分配政策的観点からは少なくとも正の値の分配効果が導び
かれる。
_ . d Y _ ・ d x . dK 
(1心馴式から得られる Y-XKを時間 tで徴オして，一一－Y 一一＝.t 一一＝ K d t ’d t ’d t 
y .t K dKg とおけば， －＝－＋－…・・①となる 閉式を時間 tで微分して一一＝ Kg,K ， 。’dt 
dK, ~＝ k lとおけば， k=kg+Kr…・・②． ②式へ（36),(37J，側，（31),(32), (24），側，
d t 
「 K r 
(26), （却を順次代入して整理すれば， K=Ylp(l一α）-]f-(sg一同）+{ Sz ＋αf g ( Sg 
-s,) ｝十ρ（1 一α ）（ sm-s1 ）~ ③ ③式の両辺をKで除して，側，側式を用い
て， s1＋α／g(sg-s1）＝石とおけば，長＝ x{p(l一α）Z (sg-sm) ＋訂＋p(l一α）・
(sm-s1) } ④． 間式の対数をとれば， logY=logA ＋仰gK+(l-p）同N1・
d(logY) _ d (logK) d (logN 1) この式を時間 tで微分すれば， -p +(1-p) 
dt dt dt 
これを書き直せば，予＝p}+(1 -p）令 ⑤ ⑤式へ献納入した式 と
④式を①式へ代入して整理すれば，位1)式が得られる。。9）式から得られるKg=ZKを時間 tで微分して，豆互8=k i互＝Zとおけば，d t g, d’t 
4:-=i+l・ ⑥ 旧日，ω，仇白5），白紙により， Kg=sgY{(1ーα）pit-
＋α叶 この式の両辺をKgで除して（39）式を代入して得られる式へ（4献を代入すれば，
-f:＝乎｛ p ( 1－α）Z＋α1d ⑦ ⑥式ヘ⑦，④式を代入して整理すれば，
閥式が得られる。
(15) p ( 1－α）（ Sg -Sm+ SI）孟Stでなければならない。
dZ S1 l 一αρ~sg-sm)(l ーα ）2
日制 d(lー α）＝pてs;--sm)(1一α）2 ' 一言「ー ＝ p ( 1ー α）（sg-sm+sz)-s1
あるから，（45）式が得られる。
θわ ρ（1 －α） s l
(l'TJ否s;= F2 >O，・．・ 1>p ＞‘0, 1 ＞α＞O, l>sg>sm>s1>0 
祭－；＝ .f!_(l づ~Sgー s川，～（ 1叫 （sg-sm+sd-s1 , 
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θη p ( Sg -Sm+ Si) S 否~＝ F2 t>o 
百 ケインズ派的観点からの検討
この節では， Pasinetti分配理論をケインズ派的観点から批判的に検討しな
ければならない。
1. J. Kromphardtによるネ食言す
Kromphardt分配モデルの体系は Pasinetti分配モデルの体系企適用できる
が， Pasinetti分配モデルと異なる点は，次式で示される貯蓄函数と貯蓄性向
に関する定義式である。
体6)
(47) 
S 1 = sf G 1 + s 1 L
sf=( 1十 α）s l
1 >sg>sf>s1>0 
1 ＞α＞O 
sfは，労働者が取得する利潤所得G1から行なわれる貯蓄性向である。
Kromphardtモデルの体系から，次式が得られる。
性副
Gg , ast Gt 1 I st 一一一一一一Y ' Sg-St‘Y Sg-St Y Sg-St 
この制式と（8）式を比較すれば，次のことが明らかになる。即ち， α＝Oであ
る限り，（48）式は（8）式に対応する。このことは， α＝Oである限り，（48）式は労働
者の所有する資本量が所得・財産の制度的分配に影響を及ぼさないことをあら
わしている。しかし， a>Oのときには，そうではなくて，労働者の所有する
資本量は制度的分配を変化させj 本家が取得する利潤分配率与を低下させ
ることになる。
次に， Pasinetti分配モデルと Kromphardt分配モデルとを比較することに
よって，両者のモデルの理論構造を検討しなければならなし」特に，両者のモ
デルの結論に整合性をもたせるためには 均衡成長の下で均衡国民所得の分配
決定式が変化するか否か について検討しなければならない。
Kromphardt分配モデルでは，均衡成長の条件式として t期の国民所得 Y1
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をあらわす次式が用いられる。 Yoは初期状態の国民所得である。
佐助 Y1=Yo・eft 
この式のす即ち，限界資本係数 kに対する限界貯蓄性向 Sの比率は時を通じ
て一定である。資本係数を一定と仮定すれば（限界資本係数と平均資本係数は
等しくなる。），限界貯蓄性向は一定にならなければならないし，限界貯蓄性向
と平均貯蓄性向は等しくならなければならない。
このことから（制式によって次の条件が得られる。
S sgGg s1L sfG 
(50) s ＝ー＝一一ー十一一一十一←二一＝一疋y y y y 
Cg 
この式では，資本家が取得する利潤分配率一γ，労働者が取得する賃金分配率
G1 ーとその利潤分配率一一ーはいずれも均衡係数となっている。y 
sf= Stのとき，即ち，労働者が取得する利潤所得からの貯蓄性向sfが労働者
の賃金所得からの貯蓄性向Stに等しいときには，（50),(1 ), (8）式から次式のよう
になる。
sgGg s1(Y-Gg) 
(51) s ＝一一一一十 y 
この式から， sf=SI (1)ときに資本家の取得する不断配率与が得られるo
Cg s St 
Y sg-s1 sg-s1 (52) 
S I 均衡成長の下では， s＝ー＝ーであるから，（52）式が（8）式に対応することは明y y 
らかである。均衡成長の下でも（ s~ =stに対しでも），所得・財産の制度的分配
は，資本家の貯蓄性向 Sg と労働者の貯蓄性向 ~I には依存するが，労働者の取得
する資本量Ktには依存しないということが明らかになる。
さらに，（4別式sf=(1 ＋α） SIのときを取り上げる。この仮定の下では，（50),
(1), (8）式から，
sgGg , si(Y-Gg＋αCi) 
(53) s ＝一y-十
-290-
- 41 -
この（53）式から，次式が得られる。
(54) Cg ， αs 1 G 1 s sz －一一一一一Y ' sg-sz Y sg-sz sg-sz 
α＝ 0のときには，（54）式は（52）式に対応する。 α＞Oのときには，均衡成長の
G 下で，資本家の取得する利潤分配率＿＿＿＿：！＿！＿＿＿が小さくなればなるほど，労働者が取y 
得する利潤所得Gzは大きくなり， αは大きくなる。このことは，投資比率が所
与であって所得分配や財産分配に依存しないというような基本的な成長モデル
の場合においてあてはまることである。
G Gg+Gz (54）式において α＝ 0のときには，総利潤分配率一即ち， tが得られ
Y’ 
る。
(5) G -( 1 ＋主！＿＿＿＿＿＼ ( S Sz ¥ ¥ Kg ) ＼.石三St Sg-sz/ 
このようにして得られた Kromphardt分配モデルにおいて機能的分配をあら
わす側式と制度的分配をあらわす（52）式をそれらの分配をあらわす Pasinetti分
配モデルの（18),(8）式と比較することが必要で、ある。この比較によれば，両者の
モデルは制度的分配において一致することが明らかになる（（52）式と（8）式。）。こ
の（52）式と（8）式は成長モデルにおいて既述のような同一の内容をもっている。
J機能的分配に対する私見によれば， Kromphardt分配モデルから導びかれ
る機能的分配の決定式（5）とその結論には問題点がある。このことはPasine-
ti分配モデルの場合にもあてはまることである。
s いま，（ロ）式の意味は Sz ＝玄~Kz に変形で、きるから，この式ヘ（3), (4）式を代
入すれば，労働者の貯蓄性向Szが得られる。
6日 Kz sgGg sgKz Cg sz ＝~ G1+L =---y;-G1+L 
この式は，労働者の貯蓄性向Szが均衡成長の下では資本家の貯蓄性向Sg，資本
Kz 家の資本量に対する労働者の資本量の比率一一ーおよび労働者の総所得に対するKl! Cg 0 
資本家の利潤所得の比率 γよって決定されることを意味する。この（56)G1十L 」
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式が満たされない場合には，均衡が成立しないことになる。
Pasinetti分配モデルの結論は資本家の貯蓄性向と労働者の(56）式によれば，
貯蓄性向との間の黙示的な相互関係如何に依存していることが明らかになる。
このことをKromphardtはPasinetti分配モデルの特殊性として把握している。（8)
式の両辺ヘ与を加えた式ヘ（献と（6）式を代入すれば，総利潤分配率与は，
Cg K1 
Kg G1+L 
1 _Qι K1 
Kg G1 十L
＋与1 I 
Sg ( 1 Gg K1 ¥ y 
g ¥ .L --x-;τ：τL} 
G 
y (57) 
(, Cg 
い－/(g
を乗じて得られる式ヘ（1）式を代入して整理
Cg G1 2 つの利潤率J(gーと~が等しいという仮定の下で，間式の両辺ヘ
K1 ¥ (, G1 K1 ¥ 
G1十 L ｝ 「 .L －~G1 十L} 
すれば，
Q_ ( y -G I y G1 G1 y -G ¥ -1 I 
Y¥ G1+L 1G G1+L一一δ－G1 十Lj一石Y
G 1 この式の左辺の小括弧内は lであるから， Pasine ti分配モデルの（18）式"'tr＝；：－・
I ~g 
G 1 I yと同じ式が得られる 0 (58）式から得られる一＝ーーは，均衡成長が存在し，y Sg y 
又， K,
ムーと－－＇－がともに一定であり，
S K 
(58) 
α＝0のときに限って成立することになる。
Pasinetti定理が果して正当性をもっているKromphardt は，以上のように，
を問題視し，
様に Pasinetti分配モデルから導びかれる（18）式は，均衡成長状態の場合に限り
しかし，Changの指摘とは異なった次の結論を導
そのことをt比判する。 KromphardtもP.P. Changと同か否か，
?
???， ?、?????
」
?」
?
?）??
?
?????
長期均衡成長の下では，制度的分配は，労働者が取得する利潤所得によって
G1+L 貯蓄性向 s~を上昇させる場合に限り，労働者の取得する総所得分配率 y 
長期均衡成長下における機能的分配これに対して，
は，労働者の貯蓄性向に依存するばかりではなくて，労働者が取得する資本量
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を変化させることになる。
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にも依存することになる。この点において特に， Pasinetti分配モデルの結論，
即ち，機能的分配は労働者の貯蓄性向には依存しないで資本家の貯蓄性向と投
資比率によって決定されるという結論と前述のKromphardt分配モデルの結論
とを比較すれば，両者の分配モデルの相違点が顕著に明示されてくる。
註（18) Kromphardt, J., ,,Kapitalbildung in Arbeitnehmerhand und Einkommensve-
rteilung in Gleichgewicht‘； Zeitschrift f. d. ges. Staαtsw., Bd. 122, 1966, 
ss. 24 7-257, insbesonders ss .252-257. 
G .、 Gg _fu___=s-s1 (I) 
(1到 α ＝ O とおいた（印式の両辺へ~ーを加えれは，－γ＋ y 石士吉7…ω． キJj潤
~ G，・ K!.. 立二}i
率に関する仮定立－立ι－壬Lの下で、は ~＝一__Ki_ー＝一五－＝_fS_J_. G K -Kg - K l ’ Y y y K y 
…②． この②式を①式へ代入して得られる式へK=Kg+K1という総資本量の分配
式を代入して整理すれば，（印式が得られる。
(20) Kromphardt, J., a. a. 0., s. 257. 
2. M. Neumannによる中食言す
前項における Kromphardt分配モデルの結論に対して， M. Neumannは，
「私にはKromphardtによってなされた推論はPasinettiモデルの誤解にもとづ
いているように思われる」と述べて， Kromphardt分配モデルが果たして正当
性をもっているか否か，について批判的に検討している。
Kromhardt は， Pasinetti分配モデルの背後に存在する「基本的関係J を「
仮定」とみなしている。このことはChangも示しているが， Changの批判に対
ィ St _Kt して， Pasinettiはその「基本的F」式s-;-一石が均衡状態をあらわす
重要な関係式であると答えている。その関係について Kromphardtは次のよう
に解釈する。即ち，その関係式は，何か特定の答をあらわすものではなくて，
既述の経済諸量がすべて同ーの比率で成長するという意味の概念で用いられる
均衡の定義の中に含められるものであると解釈する。 しかし， Neumannは，
ChangとKromphardtが主張すること，即ち， 「基本的関係」が「仮定」で
あるということを批判し， Pasinettiが主張するような「長期均衡の結果」で
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あることをも批判している。 Neumannは， Pasinetti分配モデルの長期均衡状
態では反応過程の経過によってその 「基本的関係」が満たされ，従って，こ
の関係は「仮定」ではないことを論証している。このことは次のようにして明
らかにされる。
いま，総資本量Ktこ対する労働者の取得する資本量Ktの比率五L，即ち，
労悟酌財産分配科会＝λとおいて，この式を時間 tで微合して，呼十
=K1, dλ － λ ［， K 五＝ λ とおいて得られる式了寸－xヘK1=
51, K1=Sg+S1, Kg=K-K lを代入じて整理すれば，
側 l_=(l Kt ¥(St ~＼ 
¥ -/()¥Kt Kg ) 
労働者の財産分配率λは 次の2つの場合のどちらかの場合には一定である。
第1に，労働者の取得する総資本量が存在する場合，即ち，与し＝ 1である場
人命 St Sg St K -
。第2（：，一一＝一一ーないしは一一＝ー上である場合Kt Kg Sg Kg ー
第1の場合には，資本家は存在しないし，労働者の貯蓄性向は国民経済の平
均貯蓄性向に等しいから，第1の場合は現実的意味をもっていないと考えられ
る。
第2の場合は，労働者の貯蓄性向Stが投資比率に等しくないときに限り考え
られることである。いま，労働者の財産分配率λは一定であるから，このλは
K 常にある一定の値に K 」
St Sg守酒、 St s によって， Kt'_：乏百か生しる。この意味において，例えは， ~＞＋.のと
Kt きには， λ＝［（・ f疋って，~は均衡が再び達成されるまで上昇する。この
ことは，「基本的関係」式がPasinetti分配モデルにおいていかなる役割を果
たしているかを十分に物語っている。
この関係は安定的均衡状態をあらわしているから，この関係の意味する機能
的分配だけが均衡分配をあらわしている。（18）式は単に均衡状態をあらわしてい
るにすぎないから，比較静学的分析は， Kromphardt分配モデルの機能的分配
をあらわす（5）式にもとづく場合ではなくて， Pasinetti分配モデルの機能的分
-294-
- 45 -
配をあらわす（18）式にもとづく場合に限り行なうことができる。なぜならば，比
較静学的分析は均衡の安定性が存在する場合に限り認められるからであるo
s 
Kromphardtは，「基本的関係」式には特定の比率3土が含められているこ
S1 K1 とに言及している。この関係式----s;-=K；ーの右辺を利潤率 Tだけ増大させるな
らば，長＝話7この式ヘ（3),(4）式と註（1日の仮定の式を代入して整理すれば，
倍。 ? ?? ?
? ?? ? ??
?
??
???
この式は Pasinetti分配モデルに伺われる（2）式と同一の式であるが，この式で
示されるように， KromphardtはSgとS1が任意に独立的に決定されるのではな
くて相互関係をもっていると考えている。「KromphardtはSgとS1には特定の比
率が存在することにもとづいてs1の1つの変化が総利潤分配率の 1つの変化を
もたらせるという考えを示しているように思われる。しかし，この考えはあた
っていない。」
そこで， Neumannは次のように考える。（18）式から，比較静学的分析によって資
本家の貯蓄性向の上昇が総利潤分配率を低下させるということが導びかれる。
Pasinetti分配モデルにおいて決定的な式（18）の代りに（60）式を用いれば，総利潤
分配率与は次式のように書き直すことができる。
(61) 
??
?
?
? ?
?
?
?
??
?
?
この式にもとづいて ？、Jeumannは労働者の貯蓄性向s1の変化が総利潤分配
率♀を変化させないでむしろ一定に維持させることを主張する。ある均衡から
他ゐ均衡ヘJ行戸け変化すれば G1 _l_は一定に維持されるであ-c－；－＝千L－ ’ s I (GI+ L) -Sg 
ろう。この意味において， Neumannは，労働者の貯蓄性向が所得・財産の機
能的分配にいかなる影響も及ぼさないことを明らかにしている。そして， Neu-
mannはPasinettiの主張を支持している。
しかし，このNeumannの主張こそあてはまらないとKromphardtは考えて
次のように反批判する。
? ?? ??
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(6）式の両辺をYで除した式ヘ（5),(8）式を代入して整理すれば，労働者の取得
する利潤分配率与が得られる。
(62) G1 K1 I 1 I ¥ －一一一一一Y Kg ¥sg-s1Y sg-si} 
この（62）式と（8）式から，労働者の総所得に対する労働者の利潤所得の比率
」」 が得られと
G1+L 
日） 一旦J__ __Ki_ （一三一一三l__¥ G1十L- Kg ¥-sg-s1 sg-s1J 
この式のような相互関係にも拘らず，労働者の貯蓄性向 Siの変化は比率
一立Lーの変化に比例することが明らかになる。このことから， Pasinetti分配G1+L 
モデルの結論ないしその主張に対する Kromphardtの反論が再び主張されるこ
とになる。
註 (21) Neumann, M.，” Sparquote der Arbeiter und funktionale Einkommensver-
teilung“， Zeitschrift f. d. ges. Stαtsw., Bd. 127, 1971, ss. 744-747, 
insbesonders s. 745. 
(2) Chang, P. P.，“Rate of Profit and Income Distribution in Relation to the 
Rate of Economic Growth: A CommentぺR.E. S., Vol. 31, 1964, pp. 103-
105, especially p. 103. Pasinetti, L. L.，“A Reply to Professor Chang”， 
R. E. S., Vol. 31, 1964, p. 106. ChangはPasinetti分配モデルには次の2つ
G Gg G1 K1 S1 の重要な仮定，即ち，－＝一一＝ーーと一一＝ーーが存在していることも指摘した。K Kg K1 K S 
白3) Kromphardt, J., a. a. 0., s. 256. 
白4）と白5) Neumann, M. , a. a. 0. , s. 7 46. 
(26) Neumann, M., a. a. 0., s. 747. 
白羽 Kromphardt, J., , Bemerkungen zu M. Neumanns Komimentar“， Zeitsch-
rift f. d. ges. Staatsw., Hd. 127, ss. 748-749, insbesonders s. 749. 
-G1+L Gg G1+L s-s1 
(28) (1), (6）式かり一一一－＝ 1一一一 この式へ（8）式を代入すれば一一一＝ l一一一一y Y・ ’ Y Sg-S/ 
＝手三 s＝十である。この式ヘ（似
wむすび
前節までにおいて， Pasinetti分配理論を批判的に検討することによって資
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本家と労働者のそれぞれの貯蓄行動が所得分配や財産分配にいかなる影響を及
ぼすか，について考察した。
その際に吟味・検討した諸分配モデルに共通して伺われる分配政策的意義は，
長期均衡成長の下では 資本家の貯蓄行動のみならず労働者の貯蓄も所得・財
産の制度的分配に影響を及ぼすというところにある。
この小論には多くの問題が残されている。次のような貯蓄性向の決定要因，
即ち，平均消費性向，民間消費に影響を及ぼす広義の消費税や個人所得税の補
整的操作，税制上の個人貯蓄奨励措置，平均投資性向，民間投資に影響を及ぼ
す法人税の補整的操作，税制上の企業貯蓄奨励措置，法人留保比率，減価償却
優遇措置，その他の企業の利益配分政策的措置，政府消費，消極的な補整的財
政措置としての社会保障的移転支出，積極的な補整的財政措置としての公共投
資支出，各種の租税負担率，利子・配当課税，財産課税，相続課税などの諸要
因と貯蓄行動との相互関係に関する考察が残されている。さらに，貯蓄行動の
所得・財産形成過程は何か，という基本問題がまず何よりも分配政策的観点か
ら考察されなければならない。
註 (30) 例えば，子元にある次の文献を理解することによって身察の出発点としたい。
Molitor, B., B . Vermδgensverteilungαls wirtschaftspolitisches Problem, 
1965, ss. 121-141. Preiser, E., Theoretische Grundlagen der Vermoge-
nspolitik, 1964, ss. 41-67. Bosch, W., Ve1・mogensstreuung, 1965, SS. 
37-80, ss. 139-186, ss. 222-243. Kung, E., Eigentum und Eigentumsp-
olitik, 1964, ss. 55-105, ss. 159-200 (Zweiter Tei!: Eigentum und 
Eigentumspolitik im Lichte von Recht und Gerechtigkeit.). 
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